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松本克美氏博士学位申請論文審査報告書 
 
 立命館大学教授松本克美氏は、2002年7月16日、その論文『時効と正義』を早稲田大学
大学院法学研究科に提出して、博士（法学・早稲田大学）の学位を申請した。後記の審査
員は、右研究科の委嘱を受け、この論文を審査してきたが、2003年4月1日、審査を終了
したので、ここにその結果を報告する。 
 
 一 本論文の構成と内容 
 
 本論文は、最近問題として顕わになってきた損害賠償請求権の消滅時効と除斥期間につ
いて、実践的視点から検討したものである。 
 本論文は、序「検討視角と課題」、第一部「理論研究編」、第二部「判例研究編」、及び「結
び」から構成されている。第一部には、第一章「時効規範と安全配慮義務――時効論の新
たな胎動」、第二章「消滅時効・除斥期間と権利行使可能性」、第三章「消滅時効と損害論
――じん肺訴訟を中心に」、第四章「権利行使条件の成熟度と消滅時効・除斥期間制度の紛
争解決阻害性――じん肺訴訟・戦後補償訴訟を中心に」が含まれている。第二部には、第
一章「じん肺訴訟と時効問題」、第二章「戦後補償訴訟・ハンセン病訴訟と時効・除斥問題」、
第三章「判例における除斥期間論の展開」が含まれる。 
 以下その概要を紹介する。 
 
 １ 序「検討視角と課題」では、じん肺訴訟、戦後補償訴訟、ハンセン病訴訟など、被
害や権利の性質から、被害者の権利行使が客観的に期待不可能ないし期待困難な訴訟にお
いて、消滅時効や除斥期間が優れて実践的な争点として激しく争われていることを指摘し、
理論的問題点を次のように整理している。 
 第一は、期間の長さの妥当性論、第二は、起算点論、第三は、時効進行論、第四は、時
効援用論、第五は、除斥期間論である。 
 本論文の問題意識は、時効や除斥期間により権利の消滅を帰着させることが果たしてい
かなる意味で妥当であるか、という点にあり、権利行使可能性を前提とした権利不行使へ
の非難性こそ時効・除斥期間の存在理由の中核に据えられるべきだ、と提言している。 
 
 ２ 第一部・第一章「時効規範と安全配慮義務――時効論の新たな胎動」は、「はじめに」
とⅠ～Ⅴの６つの部分から構成されている。 
 「はじめに」において、消滅時効が安全配慮義務論にとって最重要課題であることを指
摘した上、本章の課題は、時効期間論、起算点論及び援用制限論であると述べている。 
 （１） 「Ⅰ 安全配慮義務と時効期間」においては、安全配慮義務違反を理由とする
損害賠償請求事件を分析し、労災安全配慮義務事件が圧倒的に多いことを指摘している。 
 判例は、安全配慮義務違反を理由とする債務不履行に基づく損害賠償請求権の消滅時効
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には、債権一般の消滅時効規範である民法 166条1項及び 167 条 1 項を適用してきた。し
かし、ドイツでは、安全配慮義務違反に固有な時効規範として、判例は、時効の一般規定
であるドイツ民法 195条を適用することに対して、不法行為の場合の短期消滅時効（ドイ
ツ民法 852条）を適用すべきだと主張する学説や、法的根拠とは独立に短期消滅時効を定
める立法の提案が行われている。わが国でも、学説上、成立根拠規範の性質によらずに、
損害賠償請求権の特質によって消滅時効規範が決定されるべきだという考え方が現れてき
た。 
 筆者は、一定の安全配慮義務を「給付義務」とすることと、その違反を理由とする損害
賠償請求権に「債権一般」に関する消滅時効規定を適用することとの間には論理的必然性
はないと述べている。 
 安全配慮義務違反の責任性質論は、不法行為規範との調整も図ろうとしている。筆者は、
規範統合論の意図（①現実的請求権を単一請求権として取り扱うことが要求されること、
②事態に即した規範の創造）を肯定しながらも、①については、当事者の通常の意思など
によって、その意図を実現し、②については、何が事態に即した規範かをまず考えるべき
だと主張する。 
 ドイツの短期消滅時効論は、短期消滅時効の「停止」をめぐる留保がつけられているし、
1977年の法改正では、不法行為における 3年の短期消滅時効に特別な時効停止事由として
当事者の「交渉」が定められた（852条 2項）。被害者の権利保護に配慮がなされているの
である。契約上の義務違反による完全性利益侵害の場合に短期消滅時効を適用すべきだと
する学説も、不法行為における時効停止規定を拡大して適用することを併せて主張してい
ることが紹介されている。 
 安全配慮義務違反を理由とする損害賠償請求権に対して、それが債務不履行であるか否
かにかかわりなく、民法 724条を適用すべきだとするわが国の学説に対して、筆者は、①
加害者にとって防御が困難になると、なぜ被害者の負担によって権利が短期間で消滅する
ことになるのか、時効期間の活用が労災安全配慮義務事件に偏在していることは、そこか
ら何らかの「権利行使遅滞要因」を構造的に析出できるのではないか、②時効の停止要因
への不配慮、契約上の義務違反をめぐる事故領域の日独間の差異を指摘することによって
疑問を投げかけている。 
 ここから、筆者は判例にみる権利行使遅滞要因の分析に向かう。その結果、労災事故の
場合の要因として、雇用関係継続への要請、被害認識の阻害、事故原因の隠蔽、請求権認
識の阻害、権利意識形成の阻害を指摘している。これらの損害賠償請求抑止要因は、労働
契約関係に本質的なものであり、時効期間としては、債権の消滅時効の一般原則である 10
年が妥当であると主張する。 
 （２） 「Ⅱ 安全配慮義務と時効起算点」においては、まず判例の動向と問題点が検
討されている。判例は、例外なく安全配慮義務違反に基づく損害賠償請求権の消滅時効の
期間を10年としているが、その起算点の解釈は分かれている。 
 時効の進行から損害発生認識可能性を排除する機能をもつ「債務の同一性法理」、民法16
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条 1項の法律上の障害論で、損害発生認識可能性を起算点に含めないもの、法律上の障害
概念を拡大し損害発生認識可能性を時効の進行にかかわらしめるもの、法律上の障害論を
相対化し、権利行使の期待可能性（事実上の障害）も時効の進行の障害とするもの、損害
発生認識可能性を起算点に導入することに、民法 724条の短期消滅時効との権衡論から反
対するもの等が登場したが、ここにいくつかの検討課題が存在することを、筆者は指摘し
ている。 
 次いで、この問題に係る理論状況の検討がなされている。その結果、「債務の同一性法理」
を筆者も否定する。法律上の障害に損害発生認識可能性をかかわらせた理論を筆者は肯定
する。このように考えれば、ことさら民法 724条前段の時効期間との権衡を問題にする必
要はない、ということになる。 
 「事実上の障害」である権利行使の期待可能性がないことは、どのように位置づけられ
るべきか。この問題は次項において検討される。 
 （３） 「Ⅲ 歴史的検討――事実上の障害の貧困」では、旧民法以前、旧民法、現行
民法の起草過程についての歴史的検討がなされている。 
 旧民法においては、ボアソナードの影響の下に、フランス民法をより徹底して、「立証困
難＝法律上の推定制度」としての性格を時効の援用に反映させている。時効の停止に関し
ては、ボアソナードは「訴訟をなしえざる者に対しては進行しない」とのフランス古法の
格言がまさに適用される場合であるとしつつ、停止事由に関しては、事実上の障害を一般
的に規定することはせず、フランス民法と同様の人的停止事由のほかに、交通の停止と裁
判実務の停止を挙げる。筆者は、このような旧民法の規定は立法としては実現しなかった
が、ボアソナードの時効観はその後の法理論、裁判実務に一定の影響を与えたと評してい
る。 
 現行民法の起草過程においては、消滅時効の起算点を権利行使可能時としつつ、権利行
使可能性の障害事由として、法律上の障害に限ることはしていない。しかし、他方、「不可
抗力」の場合一般に時効の停止事由を拡大することについては、広すぎて、時効を定めた
意味がなくなるとして、停止事由を列挙している。筆者はこれにより、わが国では権利行
使の事実上の障害論が展開する契機が封じ込められたと評している。 
 筆者は、このような歴史的検討を通じて、ボアソナードのいう、時効とは真の権利者を
保護するためその立証の困難を回避するための制度であるとする考え方がどのように展開
されてきたかを明らかにするとともに、現行民法の起草過程では時効の停止について法律
上の障害に限ることは言明してはいないものの、時効停止に関する規定がその後の事実上
の障害論の展開を封じたことを説明する。そして、現行民法は事実上の権利行使不可能論
についての「豊かな展開」を封じ込める「限定的な不可抗力事由」を継受したとし、筆者
は現行民法の起草者に対して批判的である。 
 （４） 「Ⅳ 比較法的分析――事実上の障害論の展開」では、比較法的分析が行われ、
フランス法及びドイツ法が参照される。 
 フランス法については、時効の存在理由として、ボアソナードの強調した「弁済の推定」
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とさらに「公秩序」が挙げられていること、起算点については、権利者が権利を行使しう
る時とされていること、民法典の起草者は時効制度の有用性を信じ、また裁判官の専制に
あまり好意的でなかったため、時効の停止を制限的に明示したこと、それにもかかわらず、
判例は人的条件に基づく停止事由以外の場合に、不可抗力を広く認める傾向を有したこと
などが指摘される。学説は時効を債権者の懈怠のみでなく社会の必要に基づくものと考え、
判例の態度に批判的であるが、今日では、権利の行使の不可能な場合に時効の進行を認め
ないフランス古法の格言を事実上の障害の場合にも一定程度適用しようとするものが学説
の大勢であるとされている。 
 ドイツ法については、一般の消滅時効の起算点は条文上は「請求権の成立の時」とされ
ているにもかかわらず、実際には弁済については「請求権が成立し、かつ弁済期の到来し
た時」と解されており、損害賠償請求権については損害発生時と解されていること、短期
消滅時効の起算点については加害者とされた者の利益（防御困難の回避）を考慮している
こと、不法行為の場合の短期消滅時効は一般の消滅時効の原則に対して権利実現における
主観的障害事由のないことを起算点としている点で「例外」とされていることなどが指摘
される。時効の停止に関しては、法的障害のほか事実上の障害についての規定が置かれ、「不
可抗力」によって訴追が妨げられた場合を挙げている点にドイツ法の特色があるとされる。
なお、1977年の法改正により、「交渉」を理由とした時効の停止についての規定が置かれた
ことも紹介されている。 
さらに、筆者はドイツ債務法改革の鑑定（ペータース＝ツィマーマンの鑑定意見）をも
概観している。同意見については、時効期間を 2年間に統一すること、請求権の成立時を
「請求権の弁済期」とすることとともに、停止事由として、不法行為の消滅時効の現行規
定を一般化し、停止事由について、権利者の不知による停止を認めるとともに、訴求困難
による停止、上記の交渉による停止を挙げているが、筆者は、この時効停止事由に関する
意見について、ドイツ法の現実の展開を踏まえたものであるとして説得力があるとしてい
る。 
以上の比較法的検討を通じて、筆者は、わが国ではボアソナードによる、時効の停止に
ついての事実上の障害の限定（停止事由の限定）が維持されてしまっていることを批判的
に捉える。ドイツ、フランスでは、時効の起算点をできるだけ明確に画しながら、そこか
ら生ずる権利行使不能要因の考慮を時効の停止という手段で実現しようとしてきたのに対
し、わが国では停止事由が厳格なため、起算点の解釈において権利行使可能性が論じられ
てきたとされる。また、現行民法における時効規範は、フランス法、ドイツ法、旧民法と
比べても「権利剥奪的機能」において際立っているとされ、ボアソナードは確かに事実上
の障害を限定したが、同時に、時効を法律上の推定としてとらえ、また、債務の存在を認
めながら時効を援用することを許さないという大幅な制限を加えていたことを強調される。 
（５） 「Ⅴ 規範的時効論の構築のために」では、時効援用制限論に関する判例の検
討が行われている。筆者は、判例の検討に際して、一般条項の活用よりも他の法的構成を
優先すべきであるとの考え方の下に、援用制限を信義則や権利濫用論によって行うのは、
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当該事案の解決が時効の進行レベルでの解決を超える場合であるとしつつ、このような場
合には信義則等を積極的に導入すべきであるとの立場を示される。その上で、援用制限論
をとる裁判例を分析し、①義務者による権利行使の阻害度、②権利行使条件の成熟度、③
権利行使的要素の認定、④援用態様の不当性、⑤権利保護の必要性、⑥義務者保護の不適
格性、⑦加害者の地位に分け、その中でもさらに分類される。 
 裁判例の検討の結果、筆者は次のように展望する。第一に、時効の進行の問題を「起算
点の解釈」の問題として取り上げるのをやめ、起算点については一律性を保ちながら、時
効の進行の次元では規範的な判断枠組を構築すべきであること、第二に、民法 166 条 1 項
を、従来のように起算点を定めたものとのみ捉えるのではなく、むしろ、起算点と共に、
時効進行の要件を定めたものと捉え直し、166条1項の権利行使可能性には、起算点の意味
での権利行使可能性＝法律上の障害のないこと、及び、時効の進行の次元での権利行使可
能性＝事実上の障害のないことの両者を含むものと捉えること、第三に、一定の場合には
そもそも時効の援用を否定すべきであり、じん肺の場合には、①安全配慮義務違反の明確
性があること、②時効援用の結果長期間被害に苦しんだ原告ほど権利を消滅させられるこ
と、③危険な労働によって、一方は命をすり減らし、一方は利益を得るのは不合理である
ことから、時効の援用は否定されるべきであるとする。 
 
３ 第一部・第二章「消滅時効・除斥期間と権利行使可能性」 
 （１） 「Ⅰ はじめに――注目される1998年の２つの判決」では、消滅時効・除斥期
間の起算点論、進行論、援用・適用制限論など相互に関連する問題において権利行使可能
性の要素がどのように位置づけられるべきか、という本論文の全体に通底する基本問題が
検討される。この問題に関して筆者が注目するのは1998年に出された２つの判決、東京予
防接種禍訴訟最高裁判決（最判1998・6・12民集52・4・1087）と戦後補償に関する不二越
訴訟第二審判決（名古屋高裁金沢支判1998・12・21。199年1月現在では判例集未登載）
である。前者は民法724条後段の期間の性質について最高裁1989年判決（最判1989・12・
21民集43・12・2209）に従い除斥期間としつつも、時効期間満了前6カ月内に行為無能力
者（未成年者または禁治産者）に法定代理人がいなかった場合に時効を停止させる「民法
158条の法意に照らし、同法724条後段の効果は生じない」ことを最高裁としてはじめて明
らかにしたものであり、後者では未払賃金請求権の消滅時効の起算点が争いの対象とされ
たが「権利ヲ行使スルコトヲ得ル時」（166条 1項）の解釈について原審判決と控訴審判決
とで相反する判断がなされたのが注目された。原審判決では権利行使の事実上の困難性が
考慮されていたが、控訴審判決ではこの点を認めつつも時効の存在理由はそれだけではな
く法的安定性や立証の困難などとの関連で考えられねばならないとされた。筆者はこの両
判決における考え方の差異に注目する。 
（２） 「Ⅱ 時効制度の存在理由――機能的考察」では、時効制度の存在理由がまず
検討される。伝統的に時効の存在理由として挙げられてきたものの存在理由自体の妥当性、
それらの相互関係ないし位置づけに注目し、当事者あるいは裁判官にとってそれがどのよ
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うな意義を有するものであるのか、さらに社会的効果をどのように考えるべきか、といっ
たことなど機能的な視点からの存在理由の洗い直しが試みられる。筆者が注目するのは「権
利の上に眠る者」は保護しない（権利不行使への非難性）との伝統的な存在理由である。
筆者によると、本来、権利は行使してもしなくてもよいはずで、権利を行使していないか
らといって「権利の上に眠る者」と評価すること自体に問題があるのではないか。「この存
在理由は、権利を行使していなかったら権利を奪って良いという積極的な存在理由という
よりも、時の経過によって後で権利が行使できなくなっても、権利を行使できるときにし
なかった者が不利益を受けてもやむを得ないという消極的な存在理由として位置づけるべ
きではなかろうか。すなわち、権利不行使への非難性は、権利を行使できなかった者に対
して時効によって権利を奪うことは不合理であるという側面こそを重視すべきだ」とされ
るのである。時効の存在理由のうち第一次的に重視すべきなのはこのような意味に把握さ
れた権利不行使への非難性という理由であり、法的安定性や立証・採証の困難の回避、権
利不行使への信頼の保護などの理由はそれ自体独立して重視すべきではない。権利を行使
できるのに権利を行使しない場合に権利を消滅させることの副次的な正当化理由に位置づ
けるべきではないのか。わが国の時効論・除斥期間論もこのような権利行使可能性重視の
理論展開に踏み出すべきだと筆者は主張する。 
 （３） 「Ⅲ 民法16条1項の「権利ヲ行使スルコトヲ得ル時」」では、この問題につ
いて未だ行使できない権利について時効が進行するはずがないとの起草者見解（梅謙次郎）
を手掛かりに、伝統的通説とされていた法律上の障害論に替わる事実上の障害論について
検討される。事実上の障害論は弁済供託事件最高裁判決（最判1970・7・15民集24・7・771）
を通じて注目されたが、それを契機とする判例、学説の検討を経て、筆者は時効起算点論
からの時効進行論の自立化を主張する。日本民法では時効について限定的な停止事由しか
置かれていない。従って 166条 1項の権利行使可能性には、起算点の意味での権利行使可
能性＝法律上の障害のないことと、時効の進行の次元での権利行使可能性＝事実上の障害
のないことの両者を含むと解することで対処すべきである。そうして、権利者の教育や職
業などの個別的な主観的態様の問題（星野説における事実上の障害）は個別事案における
時効の援用、除斥期間の適用の制限論（信義則ないし権利濫用）の次元で個別的に判断す
べきであり、時効の進行論の次元では「当該権利の性質から客観的に見て誰が権利者であ
ろうと権利行使が事実上期待不可能であったことを本質的要素として位置づけるべき」で
ある（過失なき権利の不知、訴訟の困難、交渉など）。この理論的枠組に基づいて個別的問
題として、損害に関する問題と外的事情による権利行使の事実上の困難について検討され
ているが、その基礎に据えられているのは時効の存在理由として第一次的に重視すべきな
のは権利不行使への非難性であるとの前記機能的考察から導かれる筆者独自の視点である。 
 （４） 「Ⅳ 民法 724条と権利行使可能性」では、以上の総則上の時効規定に続いて
不法行為に基づく損害賠償請求権の期間制限の問題が論じられている。同条前段で要求さ
れている被害者の主観的認識については、権利行使ができないうちに権利を時効消滅させ
ることは不合理であるとの時効一般の存在理由が背景にあるとされるとともに、損害の認
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識は権利行使可能性を前提とするものであり、個別具体説（民法 16条 1項における損害
賠償請求権の権利行使可能性）は本条前段の解釈に妥当するとされる。ここにあるのは166
条 1項と 724条を同一の視座から検討しようとする考え方であるが、特に損害については
権利行使可能性の視点から損害の類型化（単純損害型、損害蓄積型など）が試みられてい
るのが注目される。724条後段の期間割限の法的性質については筆者は時効説を採用する。
後段においては加害行為時説と損害発生時説とが対立するが後者を妥当とし、損害発生以
外の権利行使可能性にかかわる要素は、時効の進行論や援用制限論ないし除斥期間適用制
限論の次元で考慮すべきだとされる。 
（５） 「Ⅴ 時効の援用制限論と権利行使可能性」。時効の援用が信義則ないし権利の
濫用による制限を受けることは判例、学説で定着しているが、義務者側の提訴妨害など限
定的に理解する説があった。筆者は包括的な判断枠組を構築すべきだとして援用制限に関
する裁判例を検討し、要件論の一般的提示を試みる。すなわち、権利不行使につき〈権利
の上に眠る者〉との評価が妥当せず、義務の不履行が明白で時の経過による〈攻撃防御・
採証上の因離〉がなく、権利の性質や加害者と被害者の関係などから、時の経過の一事に
よって権利を消滅させる〈公益性〉に乏しい場合には、積極的に時効援用・適用制限をす
べきだとされる。時効援用制限論との関連において最後に考察されているのが「Ⅵ 除斥
期間の適用制限と権利行使可能性」の問題である。その要件論は時効の援用制限論と同様
の判断枠組と要素からなり、ここでも権利行使可能性の要素を中心に判断すべきものとさ
れる。 
 
 ４ 第一部・第三章「消滅時効と損害論――じん肺訴訟を中心に」は、潜在的進行的損
害についての時効の起算点を「最終の行攻上の決定を受けた時」とした長崎じん肺訴訟最
高裁判決（最判1994・2・22民集48・2・441）及び秩父じん肺訴訟浦和地裁熊谷支判（1999・
4・27判時 1694・14）を主たる素材として損害賠償請求権の消滅時効と損害論の関係につ
いて検討する。 
筆者によれば、長崎じん肺訴訟最高裁判決は、じん肺訴訟の時効の起算点につき、債務
の同一性の法理が適用できないことを根拠として退職時説を否定し、また、原審のとった
「最初の行攻上の決定時」説を否定したことに意義があるとする。 
最高裁判決は、じん肺訴訟の時効の起算点について、じん肺の行攻上の管理区分を異に
する症状に基づく各損害が質的に異なるものであるとして、重い決定に相当する症状に基
づく損害は、その決定を受けた時に発生し、この時点から損害賠償請求権を行使すること
が法律上可能となるとした。 
筆者は、この最高裁判決の論理を「異質損害段階的発生説」と名づけ、次のような問題
点があるとする。 
第一は、行攻上のある管理区分に相当する損害の算定において、より軽い管理区分に基
づく損害分について時効消滅を根拠として控除できるのかが明確ではない。 
第二には、行攻上の管理区分決定と死亡を異質の損害と捉えていない。 
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第二の問題点については、秩父じん肺訴訟判決が、最高裁判決の異質損害段階的発生説
に依拠しながら、死亡時を別途の時効起算点とする立場を示した。しかし、この死亡時別
途起算点説では、管理区分に対応する損害が時効にかかり、かつ当人が生存しているとき
には損害賠償が請求できないという問題点があるとする。 
第一の問題点については、そもそも時効の起算点の捉え方に無理があり、死亡時説を採
用しない限り解消できないとする。 
筆者は、以上の検討を前提に、最後に自説を整理して以下のように述べる。 
提訴時点での進行被害はその時点でのみ客観的に顕在化したことになるので、提訴時点
で初めてその時点の損害についての損害賠償請求権を法律上行使可能となったときと解す
ことになる。すなわち、結果的には、それ以上損害の拡大があり得ない死亡時までは、当
該提訴の対象となる具体的な損害賠償請求権の消滅時効は進行しないという死亡時説が妥
当ということになる。 
そして、死亡時説に対する批判に対して以下のように答える。 
使用者を法的に不安定な地位に置くという反論については、使用者が当然負担すべき不
利益とする。 
時効制度の画一的運用に反するという反論については、時効制度を正義と公平に反した、
加害者保護の制度に堕する解釈と批判する。 
さらに、進行性被害については、時効の起算点は、権利行使可能時を起算点とする原則
から、提訴対象となる実態的な損害が客観化した時点、すなわち提訴時点とされるべきと
する。 
他方、じん肺訴訟における使用者側の時効の援用は、時効の援用が信義に反し、権利の
濫用に当たる典型的な事例と考えるとする。 
 
５ 第一部・第四章「権利行使条件の成熟度と消滅時効・除斥期間制度の紛争解決阻害
性」は、時効・除斥期間制度が一般に紛争解決を阻害するに至る場合の要因を、じん肺訴
訟及び戦後補償訴訟を素材に権利行使条件の成熟度問題とのかかわりで検討する。 
じん肺訴訟では、使用者に対して損害賠償請求権を行使するという権利行使条件の成熟
度が、主観的にも客観的にも低い。また、戦後補償訴訟でも同様の問題がある。 
消滅時効及び除斥期間の適用制約論は、法的に権利があるとしても権利行使条件の成熱
を伴わなければ、権利は行使困難ないし不可能であるという実態と時効輪との乖離を埋め
る努力として捉え直すことができるのではないか、と指摘している。 
 
６ 本論文の第二部「判例研究編」においては、第一部の「理論研究編」において筆者
が展開した消滅時効に関する見解を具体的な裁判例に当てはめ、その主張の妥当性を検証
しようとする。 
（１） 第一章「じん肺訴訟と時効論」ではじん肺訴訟に関わる２つの下級審裁判例（長
崎じん肺訴訟第二審判決〔福岡高判1989・3・31判時1311・36〕・常磐じん肺訴訟第一審判
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決〔福島地いわき支判1990・2・28判タ719・23〕）と１つの最高裁判例（長崎じん肺訴訟
上告審判決〔最判1994・2・21民集48・2・411〕）が取り上げられ、とりわけ進行蓄積型被
害における「損害賠償請求権の消滅時効の起算点論」と「消滅時効援用の権利濫用論」が
論じられている。 
前者の消滅時効の起算点論では、筆者は、166条1項の権利行使可能性判断に関する個別
具体説を採用し、「提訴時点での進行被害はその時点でのみ客観的に顕在化したことになる
ので、提訴時点で初めてその時点の損害についての損害賠償請求権を法律上行使可能とな
った時と解することになる」とし、「結果的には、それ以上損害の拡大があり得ない死亡時
までは当該提訴の対象となる具体的な損害賠償請求権の消滅時効は進行しないことにな
る」として死亡時説を妥当とする。そして、この視点から、「最初の行政決定の時」説を採
用する長崎じん肺訴訟第二審判決に対して、強い批判を加えるとともに、「最終の行政上の
決定の時」説を採用する常磐じん肺訴訟第一審判決及び長崎じん肺訴訟上告審判決に対し
て一定の評価をしつつも、未だ不十分であると批判する。 
また、後者の消滅時効援用の権利濫用論では、筆者は、債務者側による提訴妨害等がな
くても、義務違反の明白性、権利不行使における非難性の不在、時の経過による被害の深
刻化、加害者における被害の容認、義務違反による使用者の受益などから、時効援用を信
義や正義に反するものとして権利濫用と解すべきだと主張する。そして、この視点から、
権利濫用を否定した長崎じん肺訴訟第二審判決及び長崎じん肺訴訟上告審判決に対して、
疑問を差し挟むとともに、それを肯定した常磐じん肺訴訟第一審判決を説得力ある判断だ
としている。 
 （２） 第二章「戦後補償訴訟・ハンセン病訴訟と時効・除斥問題」では、戦後補償に
関わる２つの下級審裁判例（不二越訴訟第一審判決〔富山地判1996・7・24労判699・32〕、
同第二審判決〔名古屋高裁金沢支判1998・12・21判タ1046・161〕）と、ハンセン病に関す
る裁判例（ハンセン病熊本地裁判決〔熊本地判2001・5・11判時1748・30〕）を対象にして、
本論文の主題との関係では、「消滅時効と除斥期間の適用の適否」が論じられている。 
戦後補償訴訟である不二越第一審・第二審判決に対しては、民法 16条 1項の権利行使
可能性に関して起算点について法律上の障害のないこと、時効進行について客観的事実上
の障害のないことを要求する筆者の考え方が展開されている。そして、原告・労働者の未
払賃金債権の消滅時効の起算点を「日韓協定により個人の請求権まで消滅させるものでは
ない」とする1991年の日本政府の政府見解表明時を消滅時効の起算・進行時とした第一審
判決を是とするとともに、1965年の日韓協定時を起算点に採用した第二審判決に対しては
権利行使の期待可能性の点から疑問を呈している。また、両判決が消滅時効の援用を権利
濫用としなかった点、及び民法 724条後段を除斥期間と解して権利濫用等の適用制限の判
断を要しないとしたことに批判を加えている。 
 次に、ハンセン病訴訟判決については、熊本地裁は立法不作為の違法状態が終了した新
法（らい予防法）廃止時を除斥期間の起算点とする判断を下したが、筆者は、民法 724条
後段の除斥期間の起算点である「不法行為ノ時」を不法行為の成立要件を満たした時（損
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害発生時を含む）と解する立場から、この判断を極めて妥当だと評している。 
（３） 第三章「判例における除斥期間論の展開」は、２つの最高裁判例（米軍不発弾
処理事件最高裁判決〔最判 1989・12・21民集 43・12・2209〕、東京予防接種禍訴訟最高裁
判決〔最判1998・6・12民集52・4・1087〕）を対象にして、民法724条後段の20年の期間
の性質とその適用制限について検討するものである。筆者は、この20年の期間を除斥期間
と理解することに反対するとともに、除斥期間と解することによりその適用制限の余地が
まったくないとする見解を批判し、最判1998年の登場により「時効・除斥期間論の第二の
ステージは今始まったばかり」であると論じている。 
 
二 本論文の評価 
 
１ じん肺訴訟、戦後補償訴訟、ハンセン病訴訟など、被害や権利の性質から、被害者
の権利行使が客観的に期待不可能ないし期待困難な訴訟が提起され、そこでは消滅時効や
除斥期間が被害者の救済の可否を決する争点となっている。筆者は、これらの現実的、実
践的課題に取り組み、事案のもつ特質を探求することを通して、新たな理論的提言を本論
文において行った。学問的営みが、主として理論的関心に基づいて動機づけられることが
ありうると同時に、他方で社会の中で現実に生じている問題の解決の必要性に動機づけら
れることがある。本論文は、後者の動機づけに基づいた、優れて実践的な業績である。 
損害賠償請求権の消滅時効や除斥期間は、時の経過により権利を消滅させる制度である
が、これらの制度の存在理由として、法的安定性、立証・採証の困難、権利不行使への信
頼の保護、「権利の上に眠る者は保護しない」などが挙げられてきた。この考え方に対して、
筆者は、時効や除斥期間により権利を消滅させることがいかなる意味で妥当であるかを問
い、権利行使可能性を前提とした権利不行使への非難性こそ時効及び除斥期間の存在理由
の中核に据えるべきだ、という考え方を対置した。これが本論文の基調となっている。鋭
い提言である。 
 本論文が対象とするテーマは、①安全配慮義務違反に基づく債務不履行を理由とした損
害賠償請求権の消滅時効の期間の長さの妥当性、②損害賠償請求権の起算点論、③時効進
行論、④時効の援用制限、⑤民法724条後段の「除斥期間」論である。 
 
２ 安全配慮義務違反に基づく損害賠償請求権の消滅時効の期間について、安全配慮義
務違反であるという理由で債権一般の消滅時効規範である民法 166条 1項及び 167条 1項
を適用する論理的必然性はないとした上で、不法行為法に係る短期消滅時効の規定を適用
すべきだとするわが国及びドイツの学説を検討し、時効が争点となる安全配慮義務違反事
件の中では労災安全配慮義務違反事件が圧倒的に多いことを指摘し、労災事件における権
利行使遅滞要因を析出し、結論として債権の消滅時効の一般原則である10年が妥当である
と主張する。わが国の短期消滅時効適用論に対しては、ドイツの学説においては当事者間
の交渉を時効停止事由とする留保がつけられていること、ドイツにおいては制度上の制約
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のため安全配慮義務違反は主要なテーマではないことを理由に疑問を投げかけている。判
例分析によって権利行使遅滞要因として挙げられているものは、雇用関係継続への要請、
被害認識の阻害、事故原因の隠蔽、請求権認識の阻害、権利意識形成の阻害である。 
筆者の結論は目新しいものではないが、その根拠づけに見られる比較法的考察の手法と
労働関係における実態分析は高く評価できる。 
 
３ 損害賠償請求権の時効起算点については、判例に現れた理論を分析し、民法166条1
項の法律上の障害概念の拡大または相対化を行うものなど分岐が見られることを明らかに
し、時効論に発想の転換をもたらしたといわれる星野英一の学説、これに続く松久三四彦
の学説を検討した上、筆者は、損害の発生の顕在化（損害発生認識可能性）がないことを
法律上の障害に含め、時効の起算点を判断する考え方を採用した。損害賠償請求権は損害
の発生を前提として成立するものだからである。 
しかも損害の発生とは、それに対して賠償請求できるまでに現実化していることが必要
であるとし、損害発生の認識可能性を法律上の障害に位置づけた長崎じん肺訴訟第一審
1985年判決、同訴訟最高裁1994年判決を肯定的に評価する。 
しかし、筆者は、じん肺症のような潜在的進行的損害で、かつ、いつどのように、どこ
まで症状が進行するか分からない場合には、損害発生のいつの時点をもって損害賠償請求
権を行使しうる時と解すべきか、と問題を提起する。上掲最高裁1994年判決は、異質損害
段階的発生説と筆者が呼ぶ考え方に立って「最終の行政上の決定を受けた時」を起算点と
した。この考え方は、例えば、最終の行政上の決定を受けた時から10年以上を経て死亡し
た被害者の遺族が、死亡に基づく損害賠償請求権を行使しようとすると、既に損害賠償請
求権が時効により消滅しているということになりかねない。秩父じん肺訴訟第一審1999年
判決は、最終の行政上の決定を受けた時に加えて、死亡の時が別途起算点になることを明
らかにした（死亡時別途起算点説）。しかし、最終の行政上の決定を受けてから、10年以上
を経てなお生存する被災者の損害賠償請求権は、被災者が死亡しない限り権利を行使でき
ないという背理を生ずる。さらに、例えば管理区分３に相当する損害については時効消滅
したとして、管理区分４に相当する損害の賠償請求において管理区分３に相当する損害を
控除するのかという問題が生ずる。非控除説を採用する判決は、異質損害段階的発生説と
整合させるため技巧的な解釈を余儀なくされ、控除説については常識はずれの問題だと、
筆者は評価する。 
筆者は、これらの問題点を解決するためには原点に戻って検討すべきだと主張する。そ
れは当該権利の行使が可能な時から時効が進行するという時効起算点の大原則（民法 166
条 1項）に立ち返ることである。民法 166条 1項の権利行使可能性の判断は、個別具体的
な次元で、消滅時効の完成が訴訟で問題となっている当該損害についてその損害賠償請求
権の行使可能性についての判断である（個別具体説）。上述の問題点は、行政上の管理区分
や死亡の時点で質的に異なった被害が段階的に発生するのではなく、被害の固定しない段
階では、損害賠償請求権の前提となる損害が不確実だから、提訴段階で顕在化した損害に
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ついては賠償請求が可能だとしても、その後で進行するかもしれないし進行しないかもし
れない、その意味で客観的な予測可能性のない損害の賠償請求が法律上可能であったとは
いえないはずである。結局、提訴時点で把握可能な損害はその時点で生じたと見るのが論
理的である。結果的には、それ以上損害の拡大がありえない死亡時までは、当該提訴の対
象となる具体的な損害賠償請求権の消滅時効は進行しないという死亡時説が提唱された。 
安全配慮義務違反の結果として生ずる死亡も賠償請求の対象となりうることには異論は
生じないであろう。他方において、死亡する以前であってもその時点で訴訟提起可能な程
度に認識可能な損害については、損害賠償請求権を行使しうることは勿論であると述べて
いる。 
筆者の死亡時説は刺激的かつ挑戦的であり、その姿勢は高く評価すべきである。この結
論に至るまでの分析には示唆されることが多い。しかし、死亡前の段階でもその時点での
訴訟提起可能な程度に認識可能な損害は存在しうるから、どの時点で提訴するかについて
被害者は幅広い選択肢をもつことになる。このような提訴可能な損害賠償請求権について
時効は全く問題にならないのか。仮にある時点で提訴した場合、例えば後の死亡を理由と
する損害賠償請求訴訟で、前訴で認容された賠償額は控除されることにならないか。筆者
により一層の検討を期待したいのである。 
 
４ 時効進行論 
前に触れた星野説は、権利を行使することを期待ないし要求できる時期を時効の起算点
に組み入れようとするものであった（権利行使期待可能性論）。また、松久説の客観的事実
上の障害論も時効の起算点に結びついていた。このような事実上の障害を筆者は、時効起
算点に含めるか否かについて判断を留保しつつ、事実上の障害に関するわが国の歴史的検
討と、フランス法及びドイツ法の比較法的研究を行っている。そこには、事実上の障害を
時効起算点論ではなく時効進行論に位置づけようとする意図があったのである。 
わが国の歴史的検討の結果、現行民法は事実上の権利行使不可能論について「豊かな展
開」を封じ込めたと、民法起草者に対して批判的である。比較法的研究の結果として、フ
ランス及びドイツでは、時効の起算点をできるだけ明確に画しながら、そこから生ずる権
利行使不能要因の考慮を時効の停止という手段で実現しようとしてきたことが紹介されて
いる。 
これに続けて本論文の第一部・第一章で、時効援用制限論をとる裁判例を分析し、判断
要素として①義務者による権利行使の阻害度、②権利行使条件の成熟度、③権利行使的要
素の認定、④援用態様の不当性、⑤権利保護の必要性、⑥義務者保護の不適格性、⑦加害
者の地位（各要素はさらに下位の項目を含む）も析出している。この裁判例の分析は、卓
越したものと評価できる。 
大きく分けて①から③（本論文は④とするが、誤植と思われる）までの要素は、時効の
進行の次元で問題となる要素であり、④以下が援用自体の評価に関する要素であるとされ
る。 
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以上の分析に立って、筆者は次のように展望する。第一に、時効の進行の問題を「起算
点の解釈」の問題として取り上げるのを止め、起算点については一律性を保ちながら、時
効の進行の次元では規範的な判断枠組を構築すべきである（時効進行論の起算点論からの
自立化）、第二に、民法166条1項を、従来のように起算点を定めたものとのみ捉えるので
はなく、むしろ、起算点とともに、時効進行の要件を定めたものと捉え直し、166条1項の
権利行使可能性には、起算点の意味での権利行使可能性＝法律上の障害がないこと、及び、
時効の進行の次元での権利行使可能性＝事実上の障害がないことの両者を含むものと捉え
る、第三に、一定の場合にはそもそも時効の援用を否定すべきである、というのである。 
筆者の見解は具体的、実践的かつ明快であり、強い説得力をもっている。時効進行論の
起算点論からの自立の提唱は、筆者の構想力の豊かさを示すものと評価できる。もっとも、
筆者の見解は起草者の考えと異なっており、判例の立場とも必ずしも一致しないが、筆者
自らの強固な考え方が最初から前面に出ており、これらについての内在的理解と筆者の価
値観とを叙述の上で分離する必要がなかったかという疑念は残されているといえよう。 
 
５ 時効の援用制限 
筆者は、当該事案の解決が時効の進行レベルでの解決を超える場合には、援用制限を信
義則や権利濫用論に基づいて行うという立場に立って、援用制限論をとる裁判例を分析し
た。これについては前項で述べた通りである。 
筆者の援用制限の要件が一般的に示されているが、時効の存在理由のうち第一次的に重
視すべきは、権利不行使への非難性であるという、本論文の基調をなす考え方が濃厚に現
れていることだけ指摘するにとどめる。 
 
６ 民法724条の除斥期間論 
筆者は、民法 724条後段の期間制限の法的性質につき時効説を採用し、起算点について
損害発生時説を採用する。また損害発生以外の権利行使可能性にかかわる要素は、時効の
進行論や援用制限論ないし除斥期間適用制限論の次元に位置づけている。本論文の筋立て
に適合的な理論構成であり、同条前段の期間制限との関連における位置づけ方は示唆に富
んでいる。 
 
７ 以上指摘したように、現実に提起されている課題に果敢に挑み、個性的な理論を構
築したこと、また裁判例にも一定の影響を与えたことは高く評価すべきである。しかし若
干の問題点も指摘しなければならない。 
既に述べたことは除外するが、第一は、筆者自らの強固な考え方が前面に出ているため、
他者の見解を十分に批判的に検討する作業が不十分と思われる箇所があることである。当
面の課題に対し説得的であるにしても、そのことが時効や除斥期間論の全体像を理論的に
発展させることができるのかは別の問題とも考えられる。権利行使可能性を中軸に議論を
展開することは問題の一面を切り取るに過ぎず、時効制度の存在理由はこの問題を含めよ
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り根本的に検討されなければならないのではないか、本論文に残された課題である。 
もっとも、本論文の末尾に記された「今後の検討課題」において、異質損害段階的発生
説に基づく損害控除論、事実上の障害論、時効や除斥期間の援用・適用制限の要件論に関
して、さらに理論的検討を深めていく必要性を筆者自ら述べているところである。さらに、
本論文のモチーフである時効援用を制限する正義とは何かという問い自体吟味すべき大き
な検討課題とも記している。 
第二は、本論文の結論との関係ではそれほど必要な問題ではないが、フランス法につい
ての叙述はやや断片的で、判例・学説の動きについて十分に紹介しきれていないのではな
いかとの疑問を禁じえないことである。またフランス語のスペルミスがいくつかあった。
このミスは補正していただいたことを付記しておく。 
しかし、以上指摘した問題点は本論文の価値を減ずるものではない。 
 
三 結論 
 
以上の審査の結果、後記の審査員は、本論文の執筆者が博士（法学・早稲田大学）の学
位を受けるに値するものと認める。 
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